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　令和 ７年防災功労者内閣総理大臣表彰※の受賞者（14個人、58団体）を内閣府において決定しま
した。このうち、豪雨災害に対する水防活動、土砂災害防止活動、緊急災害対策活動（TEC-FORCE
による被災自治体支援活動）に著しい功績があったとして、国土交通省の活動に関係する １個人及
び13団体が表彰されることになりました。
　なお、表彰式の日程等については、内閣府から別途発表があります。

※ 防災功労者内閣総理大臣表彰は、『「防災の日」及び「防災週間」について』（昭和57年 ５ 月11日閣議了解）に基づき、
災害時における人命救助や被害の拡大防止等の防災活動の実施、平時における防災思想の普及又は防災体制の整備の面
で貢献し、特にその功績が顕著であると認められる団体又は個人を対象として行われるものです。

令和 ７ 年防災功労者内閣総理大臣表彰の受賞者が決定！
〜国土交通省関係では、１個人及び13団体が受賞〜

令和 7 年 ９ 月12日 水管理・国土保全局河川環境課
砂防計画課、防災課

国土交通省関係の受賞者（ １個人及び13団体）※

詳細は別紙を参照

⑴ 水防活動関係  ７ 団体
［災害現場での顕著な防災活動］
（令和 ６年 ７月25日からの大雨）
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消防団＜山形県＞
（令和 ６年台風第10号）
・藤
ふじ

枝
えだ

市
し

消防団＜静岡県＞
・屋

や

久
く

島
しま

町
ちょう

消防団＜鹿児島県＞
（令和 ６年 ９月20日からの大雨）
・輪

わ

島
じま

市
し

消防団＜石川県＞
・珠

す

洲
ず

市
し

消防団＜石川県＞
・能

の

登
と

町
ちょう

消防団＜石川県＞

⑵ 土砂災害防止活動関係  １ 個人及び １団体
［防災体制の整備］
・一般財団法人　砂防・地すべり技術センター
　研究顧問� 藤

ふじ
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た

　正
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治
はる

＜京都府＞
・早稲田学区自主防災連絡協議会＜広島県＞

⑶ 緊急災害対策活動関係（TEC-FORCE による
被災自治体支援活動） 	  ５ 団体

［災害現場での顕著な防災活動］
（令和 ６年 １月 １日の能登半島地震）
・内閣府沖縄総合事務局　緊急災害対策派遣隊
・国立研究開発法人　建築研究所　緊急災害対策派
遣隊
・国立研究開発法人　海上・港湾・航空技術研究所
港湾空港技術研究所　緊急災害対策派遣隊

（令和 ６年 １ 月 １ 日の能登半島地震、 ９月20日から
の大雨）
・国立研究開発法人　土木研究所　緊急災害対策派
遣隊

（令和 ６年 １ 月 １ 日の能登半島地震、 ７月25日から
の大雨、 ９月20日からの大雨）
・国土交通省　緊急災害対策派遣隊

表彰状を授与する石破総理
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） の
権限代行区間約53㎞全区間について

R11年春迄に本復旧完了予定
令和 7 年 ９ 月 2 日 道路局国道・技術課

　令和 6年能登半島地震及び令和 6年 9 月の豪雨災害により被害が発生した国道249号沿岸部は、
国の権限代行により復旧工事を進めています。
　国道249号沿岸部の権限代行区間約53㎞全区間は今春に公表した本復旧方針により、用地取得や
大型構造物の施工等が順調に進んだ場合、令和11年春迄の本復旧完了を予定しています。
　引き続き、令和 6年能登半島地震から 5ヶ年程度での本復旧完了を目指し、一日でも早い本復旧
完了に向け工程短縮を図っていきます。

　

【国道249号沿岸部権限代行区間約53㎞全区間の本復旧方針】

工　　区 本　　復　　旧　　方　　針

① 中
なか

屋
や

トンネルエ区 （現道の中屋トンネルは活用した上で）中屋トンネル輪島側坑口以北は新たなトンネ
ルによる別線復旧

② 千
せん

枚
まい

田
だ

工区 隆起海岸を活用した別線復旧

③ 大
おお

川
かわ

浜
はま

工区 隆起海岸を活用した別線復旧

④ 逢
ほう

坂
さか

トンネルエ区 トンネルによる別線復旧

⑤ 大
おお

谷
たに

トンネル・ループ橋工区 現道位置での復旧
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いのちとくらしをまもる 防災減災 令和７年梅雨前線等による大雨関連

令和 ７ 年梅雨前線等による大雨で被災した
岐阜県の道路・河川等の迅速な復旧を支援

〜設計図書の簡素化や書面査定の上限額引上げにより、 災害査定を効率化します〜

令和 7 年 ９ 月 4 日 水管理・国土保全局防災課

　令和 ７年梅雨前線等による大雨により、岐阜県で多くの公共土木施設が被災したことから、災害
復旧事業の災害査定について、設計図書の簡素化や被災現場に赴かず書面により査定を行う対象を
拡大することにより、災害査定の効率化・迅速化を図ります。

　

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000326.html

＜対象区域＞
　岐阜県全域

＜災害査定の効率化＞
○設計図書の簡素化により早期の災害査定を実施
・既存地図や航空写真、代表断面図を活用するこ
とで、測量・作図作業等を縮減する。
・土砂崩落等により被災箇所へ近寄れない現場に
対し、航空写真等を用いることで、調査に要す
る時間を縮減する。

○書面による査定上限額の引上げ（机上査定の拡大）
により査定に要する時間や人員を大幅に縮減
・書面による査定の上限額を通常の1,000万円未
満から引き上げる。
６月22日～26日の大雨による災害：

5,000万円以下
７月 ７日～17日の大雨による災害：

3,000万円以下
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　本日、対象区域における書面による査定上限額、現地で決定できる災害復旧事業費の上限額の引
上げ及び早期確認型査定の対象を決定し、地方自治体に通知しましたので、お知らせします。
　これにより、災害に見舞われた地方自治体の災害査定の迅速化が図られます。

※　平成29年 １ 月13日から大規模災害発生時に被災自治体の災害査定に要する期間等を大幅に縮減するルールとして設けた
もの。（次頁参照）

※　対象区域は、 ８月21日現在の被害報告件数により決定しているものである。

いのちとくらしをまもる 防災減災 令和７年８月６日からの大雨関連

８ 月 ６ 日からの大雨により被災した、道路・河川等
の迅速な復旧を支援

〜大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）の内容を決定〜

令和 7 年 9 月10日 水管理・国土保全局防災課
都市局都市安全課

○書面による査定上限額の引上げ（机上査定の拡大）
により査定に要する時間や人員を大幅に縮減
・書面による査定の上限額を通常の1,000万円未
満から引き上げる。

【水管理・国土保全局所管施設※１】
新潟県（3,000万円以下）、富山県（2,500万円以下）、
石川県（5,000万円以下）、山口県（2,300万円以下）、
福岡県（4,000万円以下）、熊本県（3,000万円以下）、
鹿児島県（2,000万円以下）、福岡市（3,800万円
以下）、熊本市（1,200万円以下）
【都市局所管施設※２】
熊本県（8,000万円以下）

○現地で決定できる災害復旧事業費の上限額の引上
げにより早期の災害復旧を実施
・現地で決定できる災害復旧事業費の上限額を通
常 ４億円未満から以下の金額に引き上げる。

【水管理・国土保全局所管施設※１】
７億円未満

○早期確認型査定による地域の早期復旧
・従来の査定よりも早い段階で被災状況を確認す
ることや災害査定官等による技術的助言を行う
ことで、手戻りのないシームレスな設計を実現
することなどにより、「災害査定の申請」及び「災
害復旧工事の着手」の ２つをスピードアップし、
災害復旧全体の迅速化を図る。

【水管理・国土保全局所管施設※１】
対象：熊本県御船町

※ １　河川、海岸（港湾に係るものを除く）、砂防
設備、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止
施設、道路、橋梁、水道、下水道

※ ２　都市公園
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大大規規模模災災害害時時のの災災害害査査定定のの効効率率化化（（簡簡素素化化））及及びび事事前前ルルーールル化化

【【事事前前ルルーールル化化】】

■対象とする大規模災害（大規模査定方針第二）
○カテゴリーS：激甚災害（本激）に指定又は指定の事前公表がされた災害で、かつ、緊急災害対策本部（政府）が

設置された災害（過去の事例：東日本大震災（H23））
○カテゴリーA：激甚災害（本激）に指定又は指定の事前公表がされた災害

（過去の事例：令和６年能登半島地震（R6）、梅雨前線豪雨等（R5）、台風第14号、第15号の暴風雨等（R4）、
梅雨前線豪雨等（R2）、東日本台風（R元）

■対象区域（大規模災害査定方針第四）
○当該災害における被災箇所数が、都道府県又は指定都市の区域事業主体において、過去五箇年の平均箇所数（激甚災害に係るもの
を除く）を超えた区域

⇒カカテテゴゴリリーーSS・・AAの災害かつ対対象象区区域域の要件を満たした場合、効効率率化化（（簡簡素素化化））のの①①～～④④を実施可能
さらに、以下の条件も満たした場合、⑤⑤早早期期確確認認型型査査定定も実施可能

■被災箇所数（大規模査定方針第十一）
○被災箇所数が市（指定都市を除く）においては60箇所、町においては30箇所、村においては20箇所を超える場合

【【災災害害査査定定のの手手続続ききのの効効率率化化（（簡簡素素化化））のの内内容容】】

①机机上上査査定定限限度度額額のの引引上上げげ（カテゴリーSは申請予定箇所の概ね9割、カテゴリーAは申請予定箇所の概ね７割となる金額まで引き上げる）

（原則：1,000万円未満） （参考：過去の事例 カテゴリーS 5,000万円、カテゴリーA 2,000万円）

： 会議室で書類のみで行う机上査定の対象限度額の引上げにより査定期間を短縮

②採採択択保保留留金金額額のの引引上上げげ（カテゴリーSは採択保留件数の概ね9割、カテゴリーAは採択保留件数の概ね６割となる金額まで引き上げる）
（原則：４億円以上） （参考：過去の事例 カテゴリーS 30億円、カテゴリーA ８億円）

： 現地で決定できる災害復旧事業の金額の引上げにより早期着手が可能

③設設計計書書にに添添付付すするる図図面面等等のの効効率率化化
： 設計図書の作成において航空写真や代表的な断面図等の活用により測量・設計期間を短縮 など

④一一箇箇所所工工事事のの取取扱扱いい
： 被災した箇所が100ｍを超える箇所であっても統合可能、 被災した箇所間の距離にかかわらず適度な工事発注単位に分割可能

⑤早早期期確確認認型型査査定定
： 申請時（前査定）の積算は不要とすることや災害査定官等による技術的助言を行うことで手戻りのないシームレスな設計を実現す
ることなどにより、「災害査定の申請」及び「災害復旧工事の着手」 の２つをスピードアップし、災害復旧全体の迅速化を図る
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熊本県位置図（九州地方整備局HPより）

氷川町

熊本県市町村図（熊本県HPより）

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000328.html

いのちとくらしをまもる 防災減災 令和７年８月６日からの大雨関連

災害復旧技術専門家を熊本県に派遣し、被災した
河川、道路の迅速な復旧を支援します

〜令和 7 年 8 月 ６ 日からの大雨による被害の早期災害復旧を支援〜

令和 7 年 ９ 月12日 水管理・国土保全局防災課

　令和 ７年 ８月 ６ 日からの大雨について、「災害復旧技術専門家派遣制度」を活用し、熊本県から
の要請を受け、公益社団法人全国防災協会から災害復旧技術専門家を現地に派遣します。
　これにより、迅速な災害復旧の申請に向けた支援を行います。

※　「災害復旧技術専門家派遣制度」とは、地方公共団体からの派遣要請を受け、国土交通省から「公益社団法人 全国防災
協会」に「災害復旧技術専門家」派遣を依頼するものです。「災害復旧技術専門家」は、現地で地方公共団体に対し、
迅速な災害復旧の申請に向け、被災調査や復旧工法に関する技術的支援や助言を行います。

【災害復旧技術専門家　派遣】
○派遣日程：令和 ７年 ９月17日（水）
○派 遣 先：熊本県氷川町役場
○派 遣 者：公益社団法人　全国防災協会
　　　　　　災害復旧技術専門家　 ４名
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“防災・減災対策等強化へ”５０億円配分
～豪雨災害等への緊急対策に必要な予算を支援します～

令和 7 年 ９ 月30日 国土政策局地方政策課

　国土交通省は、「防災・減災対策等強化事業推進費」の令和 ７年度 第 ２回配分として、国及び地
方公共団体が実施する32件の公共事業（河川・砂防・道路）に対し、50億円の予算配分を決定しま
した。

　
　「防災・減災対策等強化事業推進費」は、自然災
害が激甚化・頻発化している状況を踏まえ、国民の
安全・安心の確保をより一層図るため、防災・減災
対策の強化を行う公共事業に対して、緊急的かつ機
動的に配分する予算です。今回配分された予算は、
災害を受けた地域の再度災害防止対策及び突発的な
事象への緊急的な対策等が必要となった地域の事前
防災対策に活用されます。

１ ．配分事業の概要（32件 50.10億円（国費））
⑴　災害を受けた地域の再度災害防止対策
　①洪水・浸水対策（河川）� 12件　19.14億円
　②崖崩れ・法面崩壊等対策（道路）
� 13件　12.80億円
⑵　突発的な事象への緊急的な対策等が必要となっ
た地域の事前防災対策
　①洪水・浸水対策（河川）� ４ 件　16.05億円
　②崖崩れ・法面崩壊等対策（砂防、道路）
� ３ 件　2.11億円

※案件の詳細（個票）は、国土交通省のホームページをご覧ください。
　（https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk9_000026.html）

防災・減災対策等強化事業推進費概要

災害復旧事業
で原形復旧

推進費で嵩上げ

災災害害対対策策事事業業

災害を受けた地域等において、災害復旧事業等での復旧が出来な

い場合等の再度災害防止等の対策※

対策例：被災した護岸を災害復旧事業による原形復旧にあわせて、推進
費により嵩上げを実施。

公公共共交交通通安安全全対対策策事事業業

交通インフラ（陸上交通、海上交通、航空交通）における重大事

故等が発生した場合の対策（安全性の向上）

対策例：園児の移動経路（交差点）において発生した死傷事故を受けて、
緊急点検の結果、危険箇所に防護柵等を設置。 ※写真は対策イメージ

防護柵工 区画線工 歩車道境界ブロック工

速やかな再度災害防止対策、事故の再発防止の実施による安全・安心の確保

対策例③：課題解決型
前年度から継続していた協議が

まとまり用地が取得できたため、
推進費により堤防強化等の洪水対
策を実施。

対策例②：追加対策型
緊急輸送道路の工事中において、

アンカー施工範囲外に崩落性の高
い地質が確認されたことから、推
進費により追加対策のアンカー工
を実施。

突発的な事象への緊急的な対策や、新たな課題への追加対策

（公共交通の安全確保を含む）

事事前前防防災災対対策策事事業業

事業の計画的かつ効率的な実施により早期に効果の発揮

※「流域治水型の原形復旧」による災害復旧事業の実施に関連し、自治体が事前の復興まちづ
くり計画に基づき、住宅・ 都市機能の安全なエリアへの移転促進の対応についても活用が可能。
※盛土による災害防止に向けた総点検を踏まえた対応についても活用が可能。

制度概要

○ 自然災害が激甚化・頻発化している状況を踏まえ、国民の安全・安心の確保をより一層図るため、防防災災・・減減災災対対策策のの強強化化
をを行行うう公公共共事事業業にに対対ししてて、、緊緊急急的的かかつつ機機動動的的にに配配分分すするる予予算算（（目目未未定定経経費費））。

○ 本推進費は、災害を受けた地域等における災災害害対対策策事事業業、公共交通に係る重大な事故が発生した箇所等における公公共共交交通通
安安全全対対策策事事業業、早期に事業効果が発揮できる箇所における事事前前防防災災対対策策事事業業に活用可能。

○ 事業所管部局（他省庁を含む）からの申請を受けて予予算算をを年年度度途途中中にに配配分分。

対策例①：突発事象型
供用中の緊急輸送道路脇の法面

において、アンカーの変状が判明
したことから、推進費によりアン
カーの再設置や地山補強土工によ
る緊急対策を実施。

対策後

対策後

対策後

追加
アンカー工

当初計画
アンカー工
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※ 個別の案件の詳細（個票）は、国土交通省のホームページをご覧ください。

https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk9_000026.html
    また、各案件をクリックすると詳細（個票）のページが開きます。 

【【災災害害対対策策事事業業】】

事事業業費費
国国費費

（（配配分分額額））

１１．．洪洪水水・・浸浸水水対対策策

河川(直轄）

（1）
河川維持修繕
事業

木曽川水系長良川 国土交通省 岐阜県 岐阜市忠節町地先 250,000 250,000

（2）
河川維持修繕
事業

木曽川水系木曽川 国土交通省 岐阜県 羽島郡笠松町若葉町地先 150,000 150,000

（3）
河川維持修繕
事業

川内川水系川内川 国土交通省 鹿児島県 伊佐市菱刈下手地先 231,000 231,000

（4）
河川維持修繕
事業

川内川水系羽月川 国土交通省 鹿児島県 伊佐市大口堂崎地先 109,000 109,000

（5）
河川維持修繕
事業

六角川水系六角川 国土交通省 佐賀県 杵島郡白石町東郷地先 350,000 350,000

（6）
河川維持修繕
事業

菊池川水系合志川 国土交通省 熊本県
山鹿市鹿本町分田地先
菊池市泗水町田島地先
菊池市泗水町豊水地先

326,000 326,000

（7）
河川維持修繕
事業

筑後川水系城原川 国土交通省 佐賀県 神埼市神埼町枝ヶ里地先 55,000 55,000

（8） 河川改修事業 木曽川水系牧田川 国土交通省 岐阜県 養老郡養老町烏江地先 250,000 250,000

（9） 堰堤維持事業
肱川水系
肱川鹿野川ダム

国土交通省 愛媛県 大洲市肱川町久下地先 60,000 60,000

河川(補助）

防災・安全交
付金事業

太田川水系根谷川 広島県 広島県 広島市安佐北区三入1丁目地先

防災・安全交
付金事業

川内川水系牛尾川 鹿児島県 鹿児島県 伊佐市大口牛尾地内

防災・安全交
付金事業

日光川水系善太川 愛知県 愛知県 津島市東愛宕町地内

計 12件 2,047,000 1,914,000

令令和和７７年年度度  第第２２回回  防防災災・・減減災災対対策策等等強強化化事事業業推推進進費費  配配分分箇箇所所一一覧覧表表

［金額単位：千円］

種種　　別別
事事業業

主主体体名名
施施行行地地

実実施施計計画画額額

事事業業名名

33,000

150,000 75,000

（11） 50,000 25,000
交付金計画名：鹿児島県全域における総合的な浸水対策と土砂災害対策の推進（防災・安全）

（10）

（12）

交付金計画名：広島県地域における流域一体となった総合的な治水対策の推進（防災・安全）緊急対策

交付金計画名：ものづくり愛知県における安全・安心な生活基盤の確保（防災・安全）

66,000
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令令和和７７年年度度  第第２２回回  防防災災・・減減災災対対策策等等強強化化事事業業推推進進費費  配配分分箇箇所所一一覧覧表表

２２．．崖崖崩崩れれ・・法法面面崩崩壊壊等等対対策策

道路(直轄）

（13）
道路維持管理
事業

一般国道19号 国土交通省 長野県 東筑摩郡生坂村大字生坂地先 580,000 580,000

道路(補助）

（14）
道路更新防災
等対策事業

市道石浜平林線 大船渡市 岩手県 大船渡市末崎町峯岸地先 80,000 40,000

（15）
道路更新防災
等対策事業

一般国道399号 福島県 福島県
いわき市小川町上小川猪小屋
地先

300,000 150,000

（16）
道路更新防災
等対策事業

主要地方道
栃尾山古志線

新潟県 新潟県 長岡市北荷頃地先 154,000 77,000

（17）
道路更新防災
等対策事業

市道寺部東大谷線 掛川市 静岡県 掛川市大渕字東大谷地先 22,000 11,000

（18）
道路更新防災
等対策事業

一般国道360号 岐阜県 岐阜県 大野郡白川村荻町地先 55,000 27,500

（19）
道路更新防災
等対策事業

一般県道白山公園線 岐阜県 岐阜県 大野郡白川村平瀬地先 180,000 90,000

（20）
道路更新防災
等対策事業

主要地方道
養父宍粟線

兵庫県 兵庫県 養父市大屋町明延地先 37,000 18,500

（21）
道路更新防災
等対策事業

一般県道串中山線 愛媛県 愛媛県 喜多郡内子町石畳地先 80,000 40,000

（22）
道路更新防災
等対策事業

一般国道439号
森地区

高知県 高知県 吾川郡仁淀川町森地先 260,000 130,000

（23）
道路更新防災
等対策事業

一般国道439号
川井地区

高知県 高知県 長岡郡大豊町川井地先 22,000 11,000

（24）
道路更新防災
等対策事業

町道ダム古味線 土佐町 高知県 土佐郡土佐町古味地先 90,000 45,000

（25）
道路更新防災
等対策事業

一般県道
鰐塚山田野停車場線

宮崎県 宮崎県 宮崎市田野町字山口地先 120,000 60,000

計 13件 1,980,000 1,280,000

災災害害対対策策事事業業　　計計 2255件件 44,,002277,,000000 33,,119944,,000000
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令令和和７７年年度度  第第２２回回  防防災災・・減減災災対対策策等等強強化化事事業業推推進進費費  配配分分箇箇所所一一覧覧表表

【【事事前前防防災災対対策策事事業業】】

事事業業費費
国国費費

（（配配分分額額））

１１．．洪洪水水・・浸浸水水対対策策

河川(直轄）

（26） 河川改修事業 米代川水系米代川 国土交通省 秋田県 能代市能代町中川原地先 385,000 385,000

（27）
流域治水整備
事業

大和川水系大和川 国土交通省 奈良県
生駒郡三郷町立野地先～北葛
城郡王寺町元町地先

390,000 390,000

（28） 堰堤改良事業
肱川水系
肱川野村ダム

国土交通省 愛媛県 西予市野村町野村地先 630,000 630,000

河川(補助）

防災・安全交
付金事業

武庫川水系武庫川 兵庫県 兵庫県 西宮市戸崎町地先

計 4件 1,805,000 1,605,000

２２．．崖崖崩崩れれ・・法法面面崩崩壊壊等等対対策策

砂防(直轄）

（30）
地すべり対策
事業

月山地区
（志津地区）
五色沼ブロック

国土交通省 山形県 西村山郡西川町大字志津地内 100,000 100,000

道路(直轄）

（31）
道路維持管理
事業

一般国道220号 国土交通省 宮崎県 日南市伊比井地先 91,000 91,000

道路(補助）

（32）
道路更新防災
等対策事業

一般県道静岡御前崎
自転車道線

静岡県 静岡県 牧之原市地頭方地先 40,000 20,000

計 3件 231,000 211,000

事事前前防防災災対対策策事事業業　　計計 77件件 22,,003366,,000000 11,,881166,,000000

総総　　計計 3322件件 66,,006633,,000000 55,,001100,,000000

（29） 400,000 200,000
交付金計画名：頻発する自然災害に対する安全・安心の確保（防災・安全）

［金額単位：千円］

種種　　別別
事事業業

主主体体名名
施施行行地地

実実施施計計画画額額

事事業業名名
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※地図上の引き出し線は詳細な施行地を指し示すものではありません

ヨネシロガワ ノシロシ

（26） 米代川水系米代川（秋田県能代市）洪

ヤマトガワ

（27） 大和川水系大和川
ｲｺﾏｸﾞﾝ ｻﾝｺﾞｳﾁｮｳ ｷﾀｶﾂﾗｷﾞｸﾞﾝ ｵｳｼﾞﾁｮｳ

（奈良県生駒郡三郷町～北葛城郡王寺町）

洪

ムコガワ ニシノミヤシ

（29） 武庫川水系武庫川（兵庫県西宮市）洪

ニチナンシ

（31） 一般国道220号（宮崎県日南市）崖

ｼｽﾞｵｶ ｵﾏｴｻﾞｷｼﾞﾃﾝｼｬﾄﾞｳｾﾝ マキノハラシ

（32） 一般県道静岡御前崎自転車道線（静岡県牧之原市）崖

ガッサン シヅ ゴシキヌマ

（30） 月山地区（志津地区）五色沼ブロック
ﾆｼﾑﾗﾔﾏｸﾞﾝ ﾆｼｶﾜﾏﾁ

（山形県西村山郡西川町）

崖

キソガワ ナガラガワ ギフシ

（１） 木曽川水系長良川（岐阜県岐阜市）洪

キソガワ ﾊｼﾏｸﾞﾝ ｶｻﾏﾂﾁｮｳ

（２） 木曽川水系木曽川（岐阜県羽島郡笠松町）洪

センダイガワ イサシ

（３） 川内川水系川内川（鹿児島県伊佐市）洪

センダイガワ ハツキガワ イサシ

（４） 川内川水系羽月川（鹿児島県伊佐市）洪

ロッカクガワ キシマグン シロイシチョウ

（５） 六角川水系六角川（佐賀県杵島郡白石町）洪

キクチガワ コウシガワ ヤマガシ

（６） 菊池川水系合志川（熊本県山鹿市他）洪

チクゴガワ ジョウバルガワ カンザキシ

（７） 筑後川水系城原川（佐賀県神埼市）洪

ｲｼﾊﾏﾀｲﾗﾊﾞﾔｼｾﾝ オオフナトシ

（14） 市道石浜平林線（岩手県大船渡市）崖

（15） 一般国道399号（福島県いわき市）崖

ヒガシチクマグン イクサカムラ

（13） 一般国道19号（長野県東筑摩郡生坂村）崖

トチオヤマコシセン ナガオカシ

（16） 主要地方道栃尾山古志線（新潟県長岡市）崖

テラベヒガシオオヤセン カケガワシ

（17） 市道寺部東大谷線（静岡県掛川市）崖

キソガワ マキタガワ ﾖｳﾛｳｸﾞﾝ ﾖｳﾛｳﾁｮｳ

（８） 木曽川水系牧田川（岐阜県養老郡養老町）洪

オオタガワ ネノタニガワ ヒロシマシ

（10） 太田川水系根谷川（広島県広島市）洪

センダイガワ ウシオガワ イサシ

（11） 川内川水系牛尾川（鹿児島県伊佐市）洪

ニッコウガワ ゼンタガワ ツシマシ

（12） 日光川水系善太川（愛知県津島市）洪

オオノグン シラカワムラ

（18） 一般国道360号（岐阜県大野郡白川村）崖

ハクサンコウエンセン オオノグン シラカワムラ

（19） 一般県道白山公園線（岐阜県大野郡白川村）崖

ヤブシソウセン ヤブシ

（20） 主要地方道養父宍粟線（兵庫県養父市）崖

ｸｼﾅｶﾔﾏｾﾝ キタグン ウチコチョウ

（21） 一般県道串中山線（愛媛県喜多郡内子町）崖

モリ ｱｶﾞﾜｸﾞﾝ ﾆﾖﾄﾞｶﾞﾜﾁｮｳ

（22） 一般国道439号森地区（高知県吾川郡仁淀川町）崖

コミセン トサグン トサチョウ

（24） 町道ダム古味線（高知県土佐郡土佐町）崖

ﾜﾆﾂｶﾔﾏ ﾀﾉﾃｲｼｬｼﾞｮｳｾﾝ ミヤザキシ

（25） 一般県道鰐塚山田野停車場線（宮崎県宮崎市）崖

川川川川

川川川川

川川

川川

川川
川川

川川
川川

川川

川川

道道

道道道道

道道

道道

道道道道

道道

道道
道道 道道
道道

道道

川川

川川

川川

川川
道道

道道

カワイ ﾅｶﾞｵｶｸﾞﾝ ｵｵﾄﾖﾁｮｳ

（23） 一般国道439号川井地区（高知県長岡郡大豊町）崖

【【災災害害対対策策事事業業】】 【【事事前前防防災災対対策策事事業業】】

区分 対策種別 件数

洪水・浸水対策 12
崖崩れ・法面崩壊等対策 13
洪水・浸水対策 4
崖崩れ・法面崩壊等対策 3

32

災害対策

事前防災
対策

合 計

洪

崖

崖

洪

部局 事業種別 件数

  河川（直轄） 12
  河川（補助） 4
 砂防（直轄） 1

  道路（直轄） 2
  道路（補助） 13

32

水国局

道路局

合 計

川川

道道

道道

川川

砂砂

砂砂

ヒジカワ ヒジカワカノガワ オオズシ

（９） 肱川水系肱川鹿野川ダム（愛媛県大洲市）洪
ヒジカワ ヒジカワノムラ セイヨシ

（28） 肱川水系肱川野村ダム（愛媛県西予市）洪
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災害復旧技術専門家を熊本県氷川町に派遣

公益社団法人　全国防災協会

　（公社）全国防災協会では、市町村をはじめとする
被災公共土木施設の早期復旧支援に向け、平成15年
11月に「災害復旧技術専門家派遣制度」を創設しま
した。災害復旧技術専門家は、国や都道府県の災害
復旧業務に長年携わり、制度を熟知し災害復旧事業
に関する高度な技術的知見を有する経験豊富な技術
者（本省防災課の災害査定官経験者や都道府県の防
災担当の本庁課長級及び事務所長経験者で構成）で、
北海道から沖縄までの全国に、427名（令和 7年 6月）
が登録されています。
　平成26年 5 月には、国土交通省水管理・国土保全
局防災課より「災害復旧・改良復旧事業の技術的助
言などの支援（試行）について」の通達が出され、

TEC-FORCE が出動した大規模災害で、被災自治
体から本省防災課に要請があり、防災課が必要と判
断する場合、全国防災協会が無償で技術専門
家を派遣するなど、制度を充実してきています。
これまでも多くの地方公共団体等の要請に応じ、多
くの災害復旧技術専門家を派遣し、迅速かつ的確な
災害復旧事業の促進に寄与しています。
　今回、令和 7年 ８月 ７日から１２日の豪雨により氷
川町所管の公共土木施設（河川・道路）30箇所以上
に被害が発生し、これら被害に対し技術的支援要請
があり、通達に基づき熊本県氷川町に災害復旧技術
専門家 4名を派遣して、復旧工法などについて技術
的助言を行いました。

派遣概要
１．令和 7年 8月豪雨による氷川町の状況
【気象の状況】
　 8月 6日から 8月12日にかけて、日本付近に停滞
した前線や前線上の低気圧に向かって暖かく湿った
空気が流れ込んだため、北日本から西日本の広い範
囲で大気の状態が非常に不安定な状況が続いた。九
州北部地方では 9日夜遅くから11日にかけて線状降
水帯が繰り返し発生し、福岡県、熊本県では24時間
降水量が多い所で400ミリを超える記録的な大雨と
なった。大雨災害の危険度が非常に高くなり、11日
未明から昼前にかけて熊本県の 5市 2 町（玉名市、
長洲町、八代市、宇城市、氷川町、上天草市、天草
市）に大雨特別警報を発表した。（気象庁発表）

２ ．派遣された災害復旧技術専門家（敬称略）
派遣日：令和 7年 9月17日（水）
派遣者：後藤　信孝（九州建設コンサルタント
　　　　　　　　　　㈱福岡支店）

　　　　山本　　幸（㈱日本インシーク九州支社
　　　　　　　　　　熊本営業所）
　　　　西田　　守（㈱東京建設コンサルタント
　　　　　　　　　　九州支社熊本事務所）
　　　　与那嶺　淳（味岡建設㈱）

３ ．活動報告（支援・助言内容）
助言：まず、町役場会議室にて図面と写真により、

災害の全体の被災概要を確認し、特に対策工
法に関して氷川町の担当者が悩んでいる ６箇
所について写真を基に助言を行った。
復旧工法に関して、斜面の対策等基本的なル
ール（災害手帳）を参考に現地に合う工法ま
た湧水の有無、斜面の状況等写真を確認しな
がら助言を行った。また、管理者の確認、用
地所有者の確認等、基本的な事を助言した。

・前述の ６箇所の被災箇所について写真で把握しき
れない部分があるため、実際の被災箇所を確認し
ながら認識共有すべく現場に行くこととした。
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・町の要望箇所以外、以下の内容を助言。
崩土や倒木除去に関して災害復旧にて対応可を助
言。（応急本工事）
　※撤去前写真、数量の把握が必要

被災箇所についは二次災害が起こらないように安
全対策を行った方がよい。
早期復旧が必要な個所は、応急本工事の活用を助
言。

4 ．災害復旧技術専門家派遣フロー

氷川町役場会議室にて 立神旧県道線　斜面崩壊等

26

TEC-FORCE

26

防災協会より無償で専門家を派遣する制度。
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協会だより

令和 7 年度災害復旧促進全国大会の概要をお知らせします。
（ご案内状は 9 月に郵送済み）

１ ．日　時：令和 7年11月10日（月）
　　　　　　13時30分～15時00分
　　　　　　（受付開始12時30分）

２．場　所：東京都千代田区平河町 2 - 7 - 4
　　　　　　　砂防会館別館
　　　　　　　シェーンバッハ・サボー 1階　利根

3．懇親会：同日の17時15分～、同場所 1階木曽で
開催します。（参加費無料）

（注）諸事情により開催できない場合は、協会ホーム
ページ等でお知らせします。

令和 7 年度災害復旧及び災害防止事業功労者表彰について

　表彰銓衡委員会を 9月19日に開催し、 9月24日付
けの受賞者決定通知を推薦元に郵送しました。
　表彰式は、令和 7年度災害復旧促進全国大会の中
で行います。

　受賞者のご出席をお願いします。（代理出席可）
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箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額

]000,12[]2[]000,12[]2[

北 海 道  008,189,2 95 000,73 2 008,449,2 75

青 森  000,909,1 03 000,909,1 03

岩 手  008,331,1 41 008,898 11 000,532 3

宮 城  020,531,1 13 000,006 1 020,535 03

]776,71[]2[]776,71[]2[

秋 田  757,802,8 88 000,003 2 757,809,7 68

]391,19[]1[]391,19[]1[

山 形  391,156,1 5 000,001,1 2 391,155 3

福 島 1 106,000 1 106,000 

埼 玉  974,22 1 974,22 1

>000,8<>2<>000,8<>2<

)008,5()1()008,5()1(

]000,071[]3[]000,441[]1[]000,62[]2[

新 潟  008,972,6 461 000,748 42 000,056 3 008,149,3 231 000,148 5

)000,54()2()000,54()2(

富 山  000,694,1 03 000,004 2 000,690,1 82

>000,002<>1<>000,002<>1<

)000,05()1()000,05()1(

]000,582[]4[]000,582[]4[

石 川  004,702,8 621 000,052 1 004,704,7 421 000,055 1

福 井  000,082,5 3 000,05 1 000,032,5 2

山 梨  000,01 1 000,01 1

]000,011[]2[]000,011[]2[

長 野  067,464,1 82 069,8 2 000,21 1 000,003 1 008,341,1 42

)000,06()1()000,06()1(

]000,44[]3[]000,71[]1[]000,72[]2[

岐 阜  776,154,41 292 000,16 9 000,680,8 651 775,882,1 31 001,610,5 411

静 岡  000,682,2 11 000,008,1 1 000,684 01

愛 知  000,521 3 000,521 3

]396,1[]1[]396,1[]1[

三 重  465,541,1 93 465,541,1 93

滋 賀  000,06 1 000,06 1

)000,13()1()000,13()1(

大 阪  000,13 1 000,13 1

奈 良  006,467 7 000,096 2 006,47 5

和 歌 山  006,092,2 05 000,054,1 5 006,048 54

鳥 取  000,401,1 6 000,009 1 000,402 5

)000,01()1()000,01()1(

島 根  007,977 55 000,62 4 007,357 15

岡 山  940,124,1 76 941,482,1 26 009,631 5

広 島  000,612 12 000,612 12

)000,035()3()000,035()3(

山 口  000,216,3 921 000,216,3 921

徳 島  000,984 5 000,05 1 000,934 4

香 川  000,01 1 000,01 1

愛 媛  000,026,2 75 000,922 11 000,286,1 3 000,907 34

高 知  008,362,2 26 005,681 7 000,000,1 1 003,770,1 45

>000,04<>1<>000,04<>1<

]001,791,5[]21[]005,4[]1[]006,291,5[]11[

福 岡  003,107,11 581 005,4 1 008,696,11 481

佐 賀  000,539,1 94 000,21 1 000,094,1 3 000,334 54

<1> <30,000> <1> <30,000>

(1) (10,000) (1) (10,000)

長 崎  002,823,1 78 000,55 3 000,81 1 000,051 1 002,501,1 28

)000,799()01()000,799()01(

]000,57[]8[]000,57[]8[

熊 本  680,551,75 300,3 003,852,1 35 687,698,55 059,2

大 分  000,394,2 59 000,394,2 59

宮 崎  955,326,7 14 000,253 7 000,001 1 955,104,6 3 000,077 03

]005,080,1[]21[]005,61[]4[]000,460,1[]8[

鹿 児 島  024,493,91 768 066,987,2 151 005,979 24 062,526,51 476

浜 松  000,883 5 000,883 5

)000,051()1()000,051()1(

北 九 州  000,081 2 000,081 2

福 岡  000,961 3 000,961 3

)000,651()3()000,651()3(

]000,001[]1[]000,001[]1[

熊 本  052,789 03 052,789 03

>000,872<>5<>000,03<>1<>000,842<>4<

)008,440,2()52()000,01()1()000,06()1()008,479,1()32(

]361,391,7[]15[]005,4[]1[]005,33[]5[]000,441[]1[]391,19[]1[]079,919,6[]34[

6 1,391,000 5,142 131,631,116 41 17,763,552 42 9,065,577 1 100,000 350 12,685,449 151 2,789,660 22 1,484,460 5,755 176,910,814 

直 轄 計  071,68 4 071,83 3 000,84 1

合 計 6 1,391,000 5,142 131,631,116 41 17,763,552 42 9,065,577 1 100,000 351 12,733,449 151 2,789,660 25 1,522,630 5,759 176,996,984 

※上段（   ）内書は、公園分、［　　］内書は、水道・下水道分、<　　>内書は、港湾･港湾に係る海岸分である。 注意書き

補助計

合 計冬 期 風 浪 及 び 風 浪 豪 雨 地 す べ り 融 雪 地 震 梅 雨 前 線 豪 雨 台 風 そ の 他

令和 7年　発生主要異常気象別被害報告 令和 7年 9月 1日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2回（15日、月末）国土交通省HPで公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html
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